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要 旨 

 

 本稿は、日本企業の大規模なパネルデータ（2001～2011 年）を使用し、本社機能の大

きさを規定する要因及び本社機能と生産性の関係を実証的に分析するものである。本社機

能は企業内事業サービス部門の中核であり、現代の企業において戦略的意思決定を支える

重要な役割を果たしている。しかし、間接部門の縮小が組織全体の効率化につながるとい

う単純な議論が行われることも少なくない。本社機能の大きさは、意思決定の集権化／分

権化と密接に関係しているが、理論的に集権化と分権化のいずれが望ましいかは様々な条

件に依存する。分析結果によれば、第一に、分析対象期間において本社機能部門の平均規

模は安定的だが、同じ産業内でも個々の企業による分散は非常に大きい。第二に、企業規

模全体の大きさ、事業多角化、事業所数の多さは本社機能部門の規模を小さくする関係が

観察され、企業規模の成長や事業の複雑化が分権化をもたらすことを示唆している。第三

に、量的なマグニチュードは小さいが、企業内情報ネットワークの充実は本社機能規模を

小さくする傾向がある。第四に、本社機能部門は企業全体の生産性に対して正の貢献をし

ている。最後に、企業内情報ネットワークと本社機能は生産性に対して補完的な効果を持

っている。 
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本社機能と生産性：企業内サービス部門は非生産的か？ 

 

 

１．序論 

 

本稿は、日本企業の大規模なパネルデータを使用し、本社機能部門の大きさを規定する

要因及び本社機能部門と生産性の関係を実証的に分析するものである。 

サービス経済化が進展する中、経済に占めるウエイトが大きいサービス産業の生産性向

上が重要な政策課題となっている。サービス産業を対象とした生産性の研究は製造業と比

較すると大きく遅れているものの、近年徐々に進展しつつある（森川, 2014 参照）。筆者自

身のものを含めて多くの研究は、産業分類上のサービス産業に焦点を当てて分析を行って

きている。しかし、サービス経済化には、産業分類上のサービス産業のシェア拡大だけで

なく、製造業を含む企業内でのサービス化という側面がある。そして、企業の本社は、中

核的な企業内事業サービス部門である。工場を持たない製造業企業（factoryless goods 

producers: FGPs）の増加が注目されているが（Bernard and Fort, 2013; Kamal et al., 

2013）、これらは単なる卸売企業ではなく、製品のデザイン、生産活動のコーディネーショ

ン等を行っており、本社機能に高度に特化した企業とも言える。1 労働者の側から見ると、

本社機能は就業構造のホワイトカラー化と深く関わっている。本社は、調査・企画、研究

開発、情報処理、マーケティング、財務、人的資源管理等様々な機能を担っているが、本

稿では総務・経理・人事といった「狭義の本社機能」部門に焦点を当てる。 

本社は、現代の企業において重要な役割を果たしている。事業分野の選択、新製品・新

サービスの開発、投資プロジェクトの選択、M&A といった戦略的意思決定、人事・労務管

理、財務マネジメントをはじめ高度な機能の中心に位置する。2 経済産業省「企業活動基本

調査」のサンプル 3 万社強のデータ（2011 年度）を用いて集計すると、総従業者数約 1,402

万人に対して、本社機能部門の従業者数は約 127 万人（9.0％）、総務・経理・人事等「狭

義の本社機能」に限っても約 75 万人（5.3％）が従事している。 

本社機能部門は、製造業における生産、商業における販売、サービス業におけるサービ

ス提供といった直接的なアクティビティ（現業部門）の背後にある「間接部門」である。

本社のコストは企業財務上の一般管理費として扱われることもあり、間接部門の合理化が

企業収益や生産性向上をもたらすとみなされがちである。しかし、総務、経理、人事とい

った業務は決して機械的な定型業務ではなく、企業の戦略的な経営判断に深く関わってい

る。また、内部監査等のコンプライアンス関連業務、株主への IR 業務や金融機関との折衝、

                                                  
1 FGPs は卸売業に分類されているが、米国では 2017 年から製造業に分類替えされる予定とな

っている。（Kamal et al, 2013）。 
2 意思決定のためのマネジメントの分権化について理論的に分析した Radner (1993)は、今日の

企業において労働者の大きな部分はマネジメント又はマネジメントをサポートする活動に特化

しており、米国労働者の 1/3 はそうした活動に従事していると述べている。 
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官公庁・自治体との間での煩瑣な調整業務等を含んでおり、高度な非ルーティン業務の比

重が大きい。実際、本社は、モニタリング等を通じた負の回避だけでなく、範囲の経済性

の獲得といった正の価値創出の源泉であることが指摘されている（Foss, 1997）。サンプル

企業は少数の大企業だが、本社機能を国際比較した経営学の研究は、因果関係は別として

本社規模の大きさは ROE と正の有意な関係があり、本社スタッフが少ないほど財務成果が

良いという見方は支持されないと指摘している（Young et al., 2000; Collis et al., 2007）。3 

また、最近の研究は無形資産、特に組織資本が生産性に対して重要な寄与をすることを明

らかにしているが、無形資産の推計においては、役員報酬が組織資本の構成要素として使

用されることが多い（Corrado et al., 2009; Fukao et al., 2009）。組織資本が生産性向上に

貢献しているとすれば、役員だけでなくそれを支える本社機能に係る費用（＝一般管理費）

も重要な無形資産投資と理解することが可能である。日本は欧米諸国に比べて役員報酬の

水準が低く4、他方、日本の本社規模が大きいという事実は、日本企業では重要な意思決定

に役員だけでなく本社中枢のスタッフが多数関わっていることを示唆している。そうだと

すれば、役員報酬のみを対象とした日本の無形資産投資の推計値は過小評価となっている

可能性がある。 

また、アウトプットの計測の困難さという事情もあって、本社機能部門に従事するホワ

イトカラー労働者の生産性は低いという神話も根強く存在する。しかし、産業構造の高度

化、国際競争の激化、直接部門のオフショアリング等が進む中、経営上の戦略的な意思決

定及びそれを支える本社機能やそこで働くホワイトカラー労働者は、中長期的な企業パフ

ォーマンス、ひいては経済全体にとって重要な役割を果たしているはずである。例えば、

中島 (2000)は、日本の電気機械器具製造業、鉄鋼業、輸送機械製造業の上場企業のデータ

を使用してホワイトカラーの生産性を計測し、1985～96 年の間、ホワイトカラー（間接部

門）は TFP 向上に正の貢献をしていたという結果を示している。 

こうした問題意識の下、本稿では、「企業活動基本調査」の 2001～2011 年度のパネルデ

ータを使用し、本社機能の実態、本社機能の規模を規定する諸要因、さらに、本社機能規

模と全要素生産性（TFP）の関係を実証的に分析する。「企業活動基本調査」は、調査開始

以来、本社の部門毎及び事業所毎の従業者数を調査項目としており、「本社機能」の従業者

は、調査・企画部門、情報処理部門、研究開発部門、国際事業部門、その他の部門（総務、

経理、人事等）の合計と定義されている。ただし、同調査で定義された本社機能のうち情

報処理部門、研究開発部門、国際事業部門等は、企業の事業展開のパタンによってその存

否や規模が大きく異なるため、本稿では、ほぼ全ての企業に存在し、かつ、本社機能部門

の中でも過半のシェアを占めている狭義の本社機能部門（「その他の部門（総務、経理、人

                                                  
3 行政サービスについても、コストカットの視点から間接部門の縮小が望ましいという議論が頻

繁に行われる。独立行政法人改革を巡ってもそうした議論があった。しかし、例えば Dunleavy 
and Carrera (2013)は、英国の行政サービスに関する丹念な分析に基づき、アウトプットの質へ

の影響を無視したインプット削減の危険性を指摘している。 
4 CEO 報酬の国際比較として久保 (2010), Goergen and Renneboog (2011)。 
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事等）」）に焦点を当てて分析を行う。 

本社機能部門の大きさは、企業経営の中央集権化／分権化の問題とも密接に関係してい

る。工場・店舗といった現場の事業所に機能・権限を委ねるほど本社自体は軽量化するは

ずだからである。5 集権化／分権化については、多数の理論・実証研究が存在し、理論的に

は、①企業内の複数の事業に対する効率的なコントロールやコーディネーションの必要性

と、②現場・市場情報の収集や迅速な対応の重要性という二つの要請の間でのトレードオ

フの結果として最適な分権化度が決定される（この点は、Bloom et al., 2010 のサーベイが

要領良く整理している）。本稿で分析する本社機能の大小と集権化／分権化とは概念上は一

対一に対応するわけではないが、本社機能の大きさは集権度の代理変数と考えることもで

きる。6 各事業部門や事業所に対する中央からのコントロールやモニタリングが強いほど本

社機能部門が大きくなると理解するのは自然なことである。すなわち、各事業部や事業所

の間でのコーディネーションの必要性が高いほど集権化（本稿の文脈では大きい本社機能）

が望ましく、現場の情報収集や市場への迅速な対応の必要性は分権化（小さな本社機能）

を促すと考えられる。 

この問題は、情報通信技術（ICT）が企業組織や意思決定に及ぼす効果とも関連がある。

ICT は、情報処理・コミュニケーションの効率性を高めることを通じて、本社の情報上の

優位性を高めたり、逆に情報処理の分散化を可能にしたりするからである。ICT と一纏め

に表現されるが、通信技術の向上は集権化に有利に作用する一方、情報処理技術は分権化

に有利に作用するとの指摘がある（Bloom et al., 2010; 2013）。本稿では、情報ネットワー

クと本社機能の相互作用（交差項）に着目した分析を行い、ICT との関連についても実証

的な考察を加える。 

本稿の新規性は以下の三点である。第一に、そもそも本社機能については経営学の分野

ではケーススタディ、国際比較など比較的多くの研究が行われているが、経済学的な研究

は乏しく、特に本社機能と生産性の関係を分析した例はほとんど存在しない。第二に、サ

ービス・セクターの生産性分析という意味では、従来の研究はサービス産業に分類される

独立したサービス企業・事業所を対象に分析が行われてきたが、これまで分析の範囲外だ

った企業内サービス部門に着目した分析を行ったことが本稿の新しい貢献である。7 第三に、

企業の意思決定の集権化／分権化については、近年、企業への大規模なサーベイやインタ

ビュー調査に基づく研究が進展しているが、工場長等の主観的な評価を指標としており、

多くはクロスセクション・データでの分析である。本社機能規模という客観的な変数を用

いることで、これら先行研究を補完する知見を得ることができる。また、サーベイ・デー

                                                  
5 本稿における集権化／分権化は、必ずしも最終的な意思決定の権限という狭い意味ではなく、

それに付随する情報収集・情報処理、モニタリング等を含む。 
6 例えば、後述の Acemoglu et al. (2007)は、各事業部が profit center としての機能を担っているか

どうかを分権化の指標として用いており、本稿の考え方と整合的である。 
7 例外的に前述の中島 ( 2000)は、製造業企業のホワイトカラー（間接部門）に着目した生産性

分析を行っているが、分析対象期間は 1980 年代から 1990 年代半ばまでである。 
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タと異なり、質の高い長期パネルデータでの分析が可能なことも大きなメリットである。 

なお、これまでの研究において、諸外国企業と比べて日本企業は本社が大きく（Young et 

al., 2000; Collis et al., 2007）、分権度が低い（Bloom et al., 2010a, 2012）というユニーク

な特徴を持つとされている。その背景として、長期雇用慣行、強い人事部といった日本型

企業システム（青木, 1989; Aoki, 1990等)が関わっていると考えられる。例えば、青木 (1989)

は、日本企業を組織的コーディネーションによる非ヒエラルキー的アプローチと人事管理

におけるヒエラルキー的アプローチの結合と特徴付けている。しかし、これらの研究は主

に製造業の大企業を念頭に行われてきた傾向があり、また、定量的な実証研究は乏しい。

経済成長率の鈍化、グローバル化、ICT の普及をはじめ日本企業を取り巻く環境は大きく

変化してきており（Morikawa, 2013）、日本の本社機能が近年どのような役割を果たしてい

るのかを明らかにすることは、実務的にも強い関心事である。 

本稿の分析結果の要点は以下の通りである。第一に、分析対象期間において本社機能部

門の平均規模は安定的だが、同じ産業内でも個々の企業によって本社機能部門のサイズの

分散は非常に大きい。第二に、企業規模全体の大きさ、事業多角化、事業所数の多さは本

社機能を小さくする関係が観察され、企業規模の成長や事業の複雑化が分権化をもたらす

ことを示唆している。第三に、量的なマグニチュードは小さいが、企業内情報ネットワー

クの充実は本社規模を小さくする傾向がある。第四に、本社機能部門は企業全体の生産性

に正の貢献をしており、これは本社機能規模の内生性をコントロールしても頑健である。

つまり、多くの企業では現実の本社機能規模が過小である可能性が高い。最後に、企業内

情報ネットワークと本社機能は生産性に対して補完的な効果を持っている。 

本稿の構成は以下の通りである。第２節では、先行研究を簡潔にサーベイする。第３節

では分析に使用するデータ及び分析方法を解説する。第４節で本社機能の実態と本社機能

規模の決定要因、第５節で本社規模と生産性の関係について、それぞれ分析結果を報告す

る。最後に第６節で結論と政策的含意を述べる。 

 

 

２．先行研究 

 

本社機能は、Chandler や Williamson の U 型企業／M 型企業の議論に遡る古くからの関

心事であった（Chandler, 1962; Williamson, 1975, 1985）。経営学の分野における比較的最

近の国際比較研究としては、Collis et al. (2007)を挙げることができる。そこでは、欧州、

米国、日本、チリの計 600 社超の企業を対象とした本社の構造及びスタッフに関する独自

のサーベイ・データ（1997～1999 年実施）に基づき、同じ企業規模でも本社のサイズには

企業間で大きな分散があること、企業規模、企業活動の地理的範囲、事業分野の幅の広さ、

企業所有形態が本社規模・構造を規定する要因となっていること、本社規模の大きさは利

益率（ROE）と有意な正の関係を持っていることなどを示している。その上で、小さな本
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社が良好な経営成果をもたらすという単純な見方は支持されず、企業戦略の違いを無視し

た単純なベンチマーキングやコストカットは避けるべきだと指摘している。また、日本企

業は他国と比べて大きな本社であることが明らかにされている。 

 経済学では、必ずしも本社機能自体に焦点を当てたものではないが、意思決定の集権化

／分権化、企業組織のフラット化について、取引費用の理論、インセンティブの理論等の

観点から様々な研究が行われてきている（理論的なサーベイ論文として Mookherjee, 2006、

理論・実証研究をカバーしたサーベイとして Bloom et al., 2010; Gibbons and Roberts, 2012; 

Aghion et al., 2013）。8 Bolton and Dewatripont (1994)は、情報処理の特化とコーディネーショ

ン（コミュニケーション）コストの間のトレードオフという視点から企業の内部組織の決

定を理論的に分析し、中央集権的なピラミッド型の組織構造が効率的であると論じている。

Garicano (2000)は、コミュニケーション費用と知識獲得費用の間のトレードオフに着目し、

これら費用の一方が低下した場合には中央のコントロールが強まるのに対して、両者とも

に低下した場合には分権化が促されることを示している。さらに、Hart and Moore (2005)は、

ヒエラルキーの理論モデルを開発して企業内での集権化と分権化のトレードオフを分析し、

コーディネーションの利益が大きいときには中央集権的な組織が最適だが、コーディネー

ションの利益が低くなっていくと分権的な組織が最適になると論じている。 

 企業内の意思決定の集権化／分権化の実証研究としては、例えば Colombo and Delmastro 

(2004)、Bloom et al. (2010b, 2012)を挙げることができる。Colombo and Delmastro (2004)は、

イタリア製造業企業約 400 社のサーベイ・データを使用して、組織内の意思決定力の配分

に関する理論を実証的にテストしたものである。企業の意思決定を、中央集中（C）、部分

的委譲（DⅠ）、完全委譲（DⅡ）の３類型に区分し、順序プロビット・モデルで推計を行っ

ている。分権化に対して、複数工場の所有や事業多角化は負の関係（コーディネーション

の重要性を示唆）を持つ一方、情報ネットワークは本社から工場への権限委譲と正の関係

を持つことを示している。Bloom et al. (2010b)は、製品市場の競争が企業の意思決定の分権

化をもたらすかどうかを、企業の内部組織に関する独自のデータ（日本を含む 12 か国の中

規模な製造業企業約 4,000 社）を用いて分析したものである。設備投資、フルタイム従業員

の採用、新製品の導入、販売及びマーケティングという 4 つの意思決定を調査し、それら

を平均 0、標準偏差 1 に標準化したｚスコアに変換した上で分析している。そして、市場競

争度（輸入浸透度、ラーナー指標、競争企業数という 3 種類の指標を使用）は本社（CEO）

から工場長への意思決定権の分権化を促進するという結果を報告している。Bloom et al. 

(2012)は、Bloom et al. (2010b)と同じ企業サーベイのデータを使用し、信頼（trust）が高い

国・地域の本社は、設備投資・従業員の採用・生産の意思決定を工場に分権化する傾向が

あるという結果を示している。同論文において、日本は信頼の程度は比較的高いが、分権

                                                  
8 集権化／分権化に関する理論研究は、①インセンティブ、エージェンシー問題の視点からのア

プローチ、②取引費用、コミュニケーションの視点からのアプローチという２つの大きな流れが

ある。 
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化の程度は低い（特に従業員の採用の意思決定）という特徴的な事実が示されている。 

集権化／分権化とはやや異なるが密接に関連した実証研究として近年の企業組織のフラ

ット化に関する Rajan and Wulf (2006)、Guadalupe and Wulf (2010)を挙げておきたい。Rajan 

and Wulf (2006)は、米国上場大企業約 300 社の管理職レベルのジョブ・ディスクリプション、

上層部への報告の関係、報酬構造のデータ（1986～1998 年）を使用して、企業組織のフラ

ット化を実証的に分析した。そして CEO に直接報告を行う管理職数の増加、部門長と CEO

の間の階層数減少といった企業ヒエラルキーのフラット化傾向を明らかにしている。ただ

し、組織のフラット化は単に中央集権化／分権化と解釈することはできないことを留保し

ている。Guadalupe and Wulf (2010)は、米国製造業大企業 300 社超のユニークなデータを使

用して、貿易自由化による競争促進が企業ヒエラルキーのフラット化に及ぼす効果を分析

したものである。企業パネルデータ（1986～1999 年）と米加 FTA（1989 年）という自然な

実験を用いて因果関係を解明した点が特長である。競争の激化は CEO のコントロール範囲

（span of control）の増大、階層の深さ（depth of the hierarchy）の低下という形で企業組織の

フラット化をもたらしたという分析結果である。9 

 意思決定の集権化／分権化やその生産性との関連についての研究は、ICT との関係に着

目したものが少なくない。理論的に意思決定の集権化／分権化に対してコミュニケーショ

ンや情報処理コストが重要な役割を果たすとされてきたことから、自然な関心事と言える。

上述の Colombo and Delmastro (2004)のほか、Bresnahan et al. (2002)、Acemoglu et al. 

(2007)、Bloom et al.(2013)はそうした実証研究の例である（サーベイ論文として、

Brynjolfsson and Hitt, 2000; Garicano, 2010）。日本の研究例としては、Kanamori and 

Motohashi (2006)を挙げておく。Bresnahan et al. (2002)は、米国の企業レベルのサーベ

イ・データを使用した分析により、IT（コンピューター）資本と組織革新（チームワーク

及び分権的な職場組織）の補完性を示している。Acemoglu et al. (2007)は、新技術の普及

と企業の分権化の関係に関する理論モデルを提示し、フランス及び英国企業のデータを用

いて実証的に検証した。そこでは、分権化の指標の一つとして企業が複数の profit center

に分かれているかどうかを用いている。分析結果は理論モデルと整合的で、技術フロンテ

ィアに近い企業、異質性の高い環境下の企業、若い企業ほど分権化を選択する傾向が高い。

また、ハイテク産業ほどこうした傾向が強い。本社機能の大きさを決定する要因について

の示唆に富む先行研究である。Bloom et al. (2013)は、ICT が労働者及び工場長の自律性及

びコントロール範囲に及ぼす効果を、米国及び欧州の製造業企業のデータで分析している。

特に、情報技術と通信技術の違いに着目し、情報技術は分権化を促すのに対して通信技術

は中央集権化を促進するという仮説を検証した点が特長である。同時に、多国籍企業、事

業多角化、本社と工場の地理的距離といった要因も考慮して分析している。実証結果によ

れば、優れた情報技術（ERP, CAD/CAM 等）は高い自律性・広いコントロール範囲と関連

                                                  
9 企業内の集権化／分権化とは異なるが、企業の境界という視点から子会社への権限委譲につい

て日本企業を対象に分析した例として伊藤・林田 (1996), 伊藤他 (2002)。 
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し、良好な通信技術（イントラネット等）は労働者及び工場長の自律性を低下させる。 

日本でも IT と集権化／分権化に関する研究はいくつか存在するが、Kanamori and 

Motohashi (2006)は、企業の意思決定構造の変化（集中化／分権化）が IT の生産性への効

果に及ぼす影響を、日本企業のパネルデータで実証分析した例である。分析結果によれば、

集中化も分権化のいずれであっても意思決定構造の変化は IT の生産性への効果に対して有

意な正の関係を持っており、この関係は大企業ほど大きい。Bresnahan et al. (2002)と同様、

IT と意思決定構造の補完性を示唆している。 

 以上の通り、経営学の分野では本社機能自体を対象にした研究がいくつか存在するもの

の、ケーススタディや少数のサンプルでの記述統計的な分析にとどまる。10 意思決定の集

権化／分権化や企業組織のフラット化については多くの経済理論・実証研究が行われてき

ており、コミュニケーションやコーディネーションの要請と現場の情報収集・情報処理の

効率性の間のトレードオフが意思決定権の最適な配分に関わっていること、事業多角化、

複数工場の存在、市場競争の度合いといった企業特性、さらに技術進歩（特に ICT）が影

響を持っていることが明らかにされてきている。ただし、実証研究の多くは、企業へのイ

ンタビューやサーベイに基づく主観的な指標を用いている。本稿の分析は、政府統計で利

用可能な本社機能規模という客観的かつ定量的な変数を用いる点に特長がある。また、先

行研究の多くはサーベイ・データに依拠することの結果として、クロスセクション分析と

いう制約がある。本稿は 3 万社超の 10 年を超える大規模なパネルデータを用いることで、

観測されない企業特性（固定効果）をコントロールするとともに、操作変数を用いて因果

関係も考慮した分析を行う。 

 

 

３．データ及び分析方法 

 

 本稿の分析に使用するのは、「企業活動基本調査」（経済産業省）のパネルデータ（2001

～2011 年）である。「企業活動基本調査」は、日本企業を対象にした実証研究で多用されて

いる政府統計であり、おそらく詳しい説明は必要ないが、ごく簡潔に概要を紹介しておく。

同調査の対象企業は、鉱業、製造業、卸売・小売・飲食店、一部のサービス業に属する事

業所を有する企業で、常時従業者 50 人以上かつ資本金 3,000 万円以上の全企業である。毎

年のサンプル企業数は約 3 万社にのぼる。同調査は企業毎に永久企業番号を付しているた

                                                  
10 本社規模とは異なるが、取締役会の規模と企業パフォーマンスの関係は、ファイナンス系の

研究においてかなり分析されている。初期には、取締役数が多いと企業価値が低くなるという実

証研究が存在した（Yermack, 1996; Huther, 1997）が、最近は、最適な取締役数は事業特性等

様々な要因に依存しており、取締役数の削減が望ましいという通説は正しくないとする研究が多

い（Boone et al, 2007; Coles et al., 2008; Linck et al., 2008）。Wintoki et al. (2012)は、パネル

データを使用して取締役数の内生性を考慮したダイナミック・パネル（システム GMM）推計を

行い、取締役数と企業パフォーマンスの間に因果関係は見出せないと結論している。 



9 
 

め、異時点のデータを接続したパネルデータが容易に作成可能である。本稿では、2001～

2011 年の 11 年間のパネルデータを作成した。11 サンプル企業数は約 4 万 6 千社、観測値

の数は約 31 万である。2001 年以降のサンプルを用いる理由は、2001 年以降、同調査のサ

ービス業のカバレッジが大幅に拡大しているためである（森川, 2014 参照）。調査項目は多

岐にわたっており、資本金、従業者数（フルタイム、パートタイム）、産業別の売上高、営

業費用、固定資産をはじめとする基礎的な財務情報だけでなく、創業年、親会社の有無、

外資比率、事業所数、子会社数といった企業特性、さらに IT 利用度、ストックオプション

の採用、取締役の数といった事項も調査されてきている。 

 本稿の関心事である本社機能に関して、「企業活動基本調査」は、調査が開始された 1991

年（平成 4 年調査）以来、本社・本店の機能毎及び本社・本店以外の事業所の類型（製造

事業所、商業事業所、サービス事業所、研究所等）毎の常時従業者数を調査項目としてい

る。12 同調査において「本社・本店」とは、企業の事業全体を管理、統括、運営している

事業所と定義されている。そして、「本社機能部門」は、本社・本店の中の調査・企画部門、

情報処理部門、研究開発部門、国際事業部門、その他の部門（総務、経理、人事等）の合

計と定義されている（表１参照）。13 一方、本社の中で「現業部門」は、製造・鉱山、電気・

ガス事業部門、商業事業部門、飲食店部門、情報サービス事業部門、サービス事業部門、

その他の部門に区分され、部門毎の常時従業者数が調査されている。14 この調査項目は政

府統計として極めてユニークなものだが、これまで実証研究にはあまり利用されてこなか

った。 

本稿では、ほぼ全ての企業に存在し、かつ、本社機能部門の中でも過半のシェアを占め

ている狭義の本社機能部門（「その他の部門（総務、経理、人事等）」）に焦点を当てて分析

を行う。「その他部門」は 2011 年度のサンプル中 98.0％の企業が持っており、また、本社

機能部門の中で「その他の部門」が占めるシェア（2011 年度）は、平均値で 77.1％、中央

値で 90.0％と大きな部分を占めていることを確認できる。この部門の従業者数が企業の総

従業者数に占める比率を「本社機能比率（hqratio）」と定義し、以下の分析において中核的

な変数として使用する。一方、本社機能部門のうち調査企画部門、情報処理部門、研究開

発部門、国際事業部門は、各企業の事業展開のパタンによってその有無や規模が大きく異

なり、これら部門の従業者がゼロという企業が多い。2011 年度のデータを見ると、サンプ

ル約 3 万社中これら部門を持つ（これら部門の従業者数がゼロではない）企業は、調査企

画部門 34.5％、情報処理部門 32.8％、研究開発部門 24.8％、国際事業部門 13.6％にとどま

                                                  
11 簡略化のため「年」と表現するが、売上高、営業利益等のフロー変数は「年度」、従業者数等

のストック変数は年度末の数字である。 
12 同調査において「常時従業者」は、有給役員、常用雇用者（呼称にかかわらず 1 か月を超え

る雇用契約者及び当該年度末の前 2 か月においてそれぞれ 18 日以上雇用した者）と定義されて

おり、パートタイム労働者を含む。 
13 本社・本店を複数持つ企業の場合にはそれらの合計値が調査されている。 
14 本社機能部門の内訳は調査開始以来同じだが、現業部門の分類は調査対象業種の範囲拡大に

伴って改訂されてきており、2006 年以降現在の分類となっている。 
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っている。 

なお、本稿で使用するのは単独の企業レベルのデータであり、子会社を含む企業グルー

プ単位ではない。15 つまり、法人格としての企業の外延を企業の境界と見なしている。例

えば、工場・店舗等を分社化して別法人にした場合には、事業部門の従業者シェアが低下

する一方で反射的に本社機能部門のシェアが増加する可能性がある。このため、以下で述

べるように子会社数を本社機能部門の説明変数として使用し、子会社化の影響をコントロ

ールする。 

本社機能比率を説明する回帰分析に使用する説明変数は、企業規模（売上高の対数：lnsale）、

企業年齢（age）、事業所数（nest）、多角化（事業数：nseg）、子会社数（nsub）、親会社の有

無（ダミー：parent_dum）、外資比率（foreign）、パートタイム比率（part）、企業内情報ネッ

トワーク利用ダミー（itnet）である。企業規模としては資本金、従業者数、売上高など多く

の変数が利用可能だが、被説明変数である本社機能比率を従業者数に基づいて定義してい

るため、インプットの選択に対して中立的な規模指標である売上高（対数）を使用する。

企業年齢は、創業年からの経過年数である。事業所数は、本社・本店を含めた総事業所数

である。事業数は、企業の多角化度を示す変数であり、「企業活動基本調査」の 3 ケタ産業

分類で、企業の売上高がいくつの産業にまたがって存在するかを示す数字である。子会社

数は、国内・海外の子会社・関連会社数で、「子会社」は 50％超の議決権を持つ、又は、50％

以下であっても経営を実質的に支配している会社、「関連会社」は 20％以上 50％以下の議

決権を持つ会社である。ここでは、国内子会社・関連会社、海外子会社・関連会社の合計

を子会社数として用いる。親会社の有無は、50％超の議決権を持つ、又は、50％以下であ

っても経営を実質的に支配している会社がある場合に 1 のダミー変数である。外資比率は、

発行済株式総数若しくは出資金総額に占める外国投資家による所有株式数又は出資金額の

割合（％）である。パートタイム比率は、企業の常時従業者総数に占めるパートタイム労

働者の比率である。企業内情報ネットワークの利用は、調査票では「企業内に構築する LAN

等」とされており、利用している場合に 1 のダミー変数である。同調査では、このほかに、

特定企業間コンピュータ・ネットワーク（系列企業等の特定企業間で構築するネットワー

ク）の利用、オープン・コンピュータ・ネットワーク（不特定の企業間で構築するオープ

ンなネットワーク）の利用の有無という設問があるが、本稿の関心は企業の内部組織、集

権化／分権化なので、企業内情報ネットワークに着目する。ただし、この調査項目は 2008

年度（平成 21 年調査）を最後に調査項目から除かれたため、この IT 変数を使用した分析

の対象期間は 2008 年までの 8 年間となる。 

分析の後半で使用する変数のうち TFP は、インデックス・ナンバー方式によりノンパラ

メトリックに計測する。16 期首（2001 年）における「代表的企業」を基準とした相対値で

                                                  
15 2001～2011 年をプールしたサンプル企業中 43.4％が子会社（国内又は海外）を持っており、

16.2％は海外に子会社を持っている。 
16 Morikawa (2010), 森川 (2014)参照。 
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ある。中間投入を含むグロス・ベースではなく付加価値ベースの TFP である。付加価値額

は、営業利益＋賃借料＋給与総額＋減価償却費＋租税公課である。労働投入量は労働者数

ではなくマンアワーを用いる。労働者数は「企業活動基本調査」の常時従業者数（フルタ

イム労働者、パートタイム労働者）を使用し、「毎月勤労統計」（厚生労働省）の一般労働

者（フルタイム）、パートタイム労働者の労働時間を用いてマンアワーを算出する。すなわ

ち、労働投入＝（常時従業者数－パートタイム従業者数）×一般労働者の総実労働時間＋

パートタイム従業者数×パートタイム労働者の総実労働時間、である。資本ストックは、「企

業活動基本調査」の有形固定資産総額の数字である。労働及び資本のコストシェアは、労

働コストとして「企業活動基本調査」の給与総額を、資本コストとして有形固定資産額×

（全国銀行貸出約定平均金利＋減価償却率）＋賃借料を使用する。付加価値額の実質化は

国民経済計算（SNA）の付加価値デフレーターを、資本ストックは、SNA の設備デフレー

ターを使用する。 

本社機能比率（hqratio）を被説明変数とする回帰は、上で説明した企業規模（lnsale）、企

業年齢（age）、多角化（nseg）、事業所数（nest）、子会社数（nsub）、親会社ダミー（parent_dum）、

外資比率（foreign）、パートタイム比率（part）及び年ダミー、産業（3 ケタ）ダミーを使用

し、プーリング OLS 及び固定効果（FE）推計を行う。企業内情報ネットワーク（itnet）を

説明変数として追加した推計も行う。全産業での推計とともに、サンプルを製造業とサー

ビス産業に限った推計も行い、産業による違いの有無を観察する。17 具体的な FE 推計式は

下記の通りである。φjtは産業ダミー、λtは年次ダミー、ηiは企業固定効果、εijtは誤差項であ

る。 

 

hqratioijt = β0 + β1 lnsaleit + β2 ageit + β3 nsegit + β4 nestit + β5 nsubit 

+ β6 parent_dumit + β7 foreignit + β8 partit + φjt + λt + ηi + εijt              (1) 

 

次に、TFP を被説明変数とし、本社機能比率等を説明変数とした回帰を行う。ベースラ

インの回帰は、企業規模、企業年齢、パートタイム労働者比率、本社機能比率、産業（3 ケ

タ）ダミー、年ダミーを説明変数として使用し、OLS 及び FE 推計を行う。具体的な FE 推

計式は下記の通りである。φjt、λt、ηi、εijtは(1)式と同様である。 

 

TFPijt = β0 + β1 lnsaleit + β2 ageit + β3 partit + β4 hqratioit  

+ φjt + λt + ηi + εijt                                       (2) 

 

 説明変数のうちパートタイム労働者比率は、①労働者の質の影響の補正、②労働時間の

計測上の制約に起因する TFP の計測誤差の補正という２つの意味を持っている。 

                                                  
17 サービス産業は、電力・ガス・水道・熱供給業を除く第三次産業である。すなわち、卸売業、

小売業の企業が多数含まれる。 
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また、企業情報ネットワーク利用ダミー及びそれと本社機能比率の交差項を追加的な変

数に使用し、IT と本社機能が生産性に及ぼす補完的な効果を分析する（下記(3)式）。ここ

での関心は、IT と本社機能比率の交差項の係数（β6）である。企業内情報ネットワークが

本社機能という「組織資本」と補完的に生産性を高めるとすれば、この交差項の係数は正

値となることが予想される。 

 

TFPijt = β0 + β1 lnsaleit + β2 ageit + β3 partit + β4 hqratioit + β5 itnetit 

 + β6 hqratioit * itnetit + φjt + λt + ηi + εijt                        (3) 

 

FE 推計により、観測されない企業特性の影響（omitted variable bias）をコントロールす

ることができるが、生産性の高い企業ほど本社機能が拡大するという逆の因果関係の可能

性は残る。18 そこで、操作変数（IV）を使用した 2SLS 推計及び FE-IV 推計を行い、本社

機能規模から TFP という因果関係を検証する。操作変数としては、各企業の本社機能規模

を規定する一方、TFP 推計における誤差項と直接の関係を持たない変数を探す必要がある。

本稿では、本社機能規模の操作変数として同一年の 3 ケタ産業での本社機能比率の平均値

（hqind）を使用する。この操作変数は、本社機能規模に対する各時点での産業固有のショ

ックを代理するものである。企業がどの程度の本社機能を必要とするかは、各産業の技術

的な特性、政府規制や制度的なルール・慣行が影響すると考えられる。例えば、市場環境

が頻繁に変化する産業ほど生産現場の迅速な対応（分権化）が必要となると考えられる。

また、事業の許認可やコンプライアンス規制を強く受ける産業ほど本社レベルで対応すべ

きペーパーワークや調整業務が多くなることは当然に予想される。実際、後述する通り、

個別企業の本社機能規模とは強い関係を持っている。他方、同一産業・同一年次の平均本

社規模は、個別企業の TFP に直接に影響を与えないだけでなく、各企業が直接コントロー

ルすることができない plausibly exogenous な変数だと考えられる。 

 

 

４．本社機能の実態と決定要因 

 

 回帰分析に先立って、本社機能比率（本社機能部門従業者数／従業者総数）とその変化

について記述統計的に概観しておきたい。表２(1)は、全サンプルでの本社機能比率の経年

的な推移を示したものである。本社機能比率としては、情報処理部門、国際事業部門等を

含む広義の本社機能比率と狭義の本社機能比率（総務・経理・人事等）を併記している。

広義の本社機能比率の平均値は 13.0％前後、狭義の本社機能比率の平均値は 8.5％～8.8％

であり、極めて安定的に推移している。分析対象期間において、本社機能部門のダウンサ

イジングは平均的には確認されない。全サンプルでの数字は、サンプル企業の参入・退出

                                                  
18 先行研究で扱われている「中央集権化／分権化」についても同様の内生性の問題が存在する。 
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による影響を含むため、2001～2011 年の間継続してサンプルに存在する企業のみで平均値

を見たのが表２(2)である。数字の絶対値、時系列的な動向とも全サンプルと顕著な違いは

見られない。平均的に見る限り、本社機能部門の従業者数は企業全体の従業者数に比例的

でかつ安定的である。 

 次に産業大分類別に本社機能比率の平均値及び分布特性を見たのが表３である。2001～

2011 年の 11 年間をプールした数字である。産業毎の平均値を比較すると、電力・ガスが最

も本社機能部門の規模が大きく、次いで卸売業の本社機能部門が大きい。一方、小売業、

サービス業は本社機能部門の規模が小さい。19 注目されるのはいずれの産業でも産業内で

の企業による分散（dispersion）が大きいことである。標準偏差は平均値に近い数字であり、

また、10 パーセンタイル値（p10）と 90 パーセンタイル値（p90）では 7～8 倍の違いがあ

る。本社機能部門の規模は平均値を見ると安定的に推移しているが、クロスセクションで

は企業による異質性（heterogeneity）が非常に大きい。 

結果は表示していないが、期首の本社機能規模を説明変数、本社機能規模の変化（1 年間）

を被説明変数とするシンプルな回帰を行うと、本社規模の係数は有意な負値（約▲0.2）で

あり、中心回帰ないし収斂（convergence）の傾向が確認される。つまり、もともと本社機

能部門が大きかった企業は本社機能部門を小さくし、逆に小さかった企業は本社機能部門

を拡大するという調整が行われていることを示唆している。20 

 序論及び先行研究で述べた通り、本社機能は意思決定の中央集権化と連動していると考

えられる。この点について、取締役数（対従業者総数）と本社機能部門比率の相関を見る

と、従業者総数に対する取締役の数が多い企業ほど、本社機能比率が高いという正の関係

がある。21 取締役は企業の戦略的意思決定の中核であり、その数が多いほどそれを支える

本社スタッフは多くなる。傍証ではあるが、大きな本社機能は意思決定の中央集権化と関

連していることを示唆している。 

 以下、狭義の本社機能部門に焦点を当てて、それを規定する要因（(1)式の推計結果）を

報告する。表４は本稿で使用する変数の要約統計量である。FE 推計を多用するため、within

の標準偏差も併記している。本社機能比率をはじめ各変数とも相当程度の variation がある

ことが確認できる。 

ベースラインの OLS 推計結果は表５(1)、FE 推計結果は表５(2)に示す通りである。係数

の大きさにいくぶん違いがあるものの、総じて見ると OLS と FE 推計の結果は非常に類似

しており、観測されない企業特性の影響を除去しても各変数は本社機能規模と関係を持っ

ている。企業規模（lnsale）の係数は高い有意水準の負値であり、企業規模が大きいほど本

                                                  
19 情報通信業は広義の本社機能部門が電力・ガスに次いで大きいが、狭義の本社機能部門は小

売業、サービス業に次いで小さい。これは、広義の本社機能部門の中に情報処理部門が含まれる

ためである。 
20 ただし、本社機能部門の従業者数の計測誤差によって見掛け上こうした関係が観察される可

能性も存在する。 
21 2011 年における全サンプルでの相関係数は 0.252 である。 
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社機能部門のシェアは相対的に小さくなる。間接部門における規模の経済性の存在、ある

いは、企業規模が大きくなるほど中央での集中的なコントロールの限界から各事業部や事

業所に権限や事務の委譲が行われるようになる可能性を示唆している。 

企業年齢（age）の係数はほぼゼロであり統計的な有意水準も低い。22 Acemoglu et al. (2007)

は、フランス及び英国企業において若い企業ほど分権的なことを示しているが、本社機能

規模という変数で見る限り日本企業ではそうした関係は観察されない。 

多角化（nseg：活動している 3 ケタ産業の数）、事業所数（nest）の係数はいずれも高い有

意水準の負値である。事業が多角化しているほど、多数の事業所を有しているほど、①コ

ーディネーションの必要性から本社機能が拡大する可能性があるが、②他方、そうした企

業では本社の情報処理の限界から分権化が進むという逆の可能性がある。ここでの結果は、

事業が多角化しているほど、事業所数が多いほど、本社機能は小さい。つまり、事業部（現

業部門）や事業所への分権化が強まる傾向があること（①よりも②が支配的なこと）を示

している。23 イタリア企業を対象とした Colombo and Delmastro (2004)は、分権化に対して

これらの変数は負の関係を持つという結果を報告しているが、本社機能部門の大きさを用

いた本稿の推計結果は逆である。 

 一方、子会社数（nsub）の係数は正値であり、OLS 推計では 1％水準で有意である。国内・

海外に子会社を多く保有する企業は、それらの活動をコーディネートするために本社機能

が拡大することを示している。24 子会社を持つ企業では、経理部門における連結決算の作

成、人事部門における出向等を通じた従業者の配置転換といった業務が追加的に生じるこ

とは容易に想像できる。事業所数と子会社数は本社機能にとって同様の影響を持ってもお

かしくないが、事業所数の係数と符号が逆になるのは、企業内の事業所の従業者数は本社

機能比率を計算する際の分母に含まれるのに対して、子会社の従業者は本社機能の計算に

は含まれないことが一つの理由である。つまり、事業所数の増加自体は潜在的に本社機能

の絶対的な規模を拡大させる要因だが、権限移譲の逆の効果（本社機能部門以外の従業者

数増加）が支配的なために、結果として事業所数の係数は負になっていると解釈できる。

他方、子会社化を行った場合には、本社機能業務拡大の効果のみが計測されるため、推計

係数が正になる。以上のことから一般論として、本稿のように単体ベースの企業データを

用いて本社機能を分析する場合には、子会社数をコントロール変数として含めることが望

ましいことが示唆される。 

 親会社ダミー（parent_dum）の係数は有意な負値であり、50％超の議決権を持つ親会社が

                                                  
22 企業年齢は定義上 1 年経過すると 1 歳大きくなるという性格のものであり、FE 推計ではタイ

ムトレンドに類似した変数である。 
23 事業数に代えて本業売上高比率（主業の売上高の総売上高に対する比率）を用いると、この

係数は有意な正値となり、多角化度が低いほど本社機能比率が高いという事業所数を用いた場合

と整合的な結果が観察される。 
24 子会社数を国内子会社数と海外子会社数に分けて推計した場合、国内子会社数のみが有意で

あった。 
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存在する企業は本社機能の規模が相対的に小さい。これは予想される結果であり、上記子

会社数の推計結果とも整合的である。実質的に支配する親会社がある場合には、各種コー

ディネーション機能の一部が親会社に担われるため、子会社自身の本社機能は小さく済む

ことになる。 

 外資比率（foreign）の係数は正値であり、OLS 推計では 1％水準で有意である。つまり外

資系企業の（日本法人の）本社は大きい。この結果はやや意外である。本社規模の国際比

較研究によれば、日本は欧米主要国と比較して本社規模が顕著に大きいとされている（Collis 

et al., 2007）からである。また、日本企業の意思決定はアングロサクソン企業やスカンジナ

ビア企業に比べて中央集権的であることが指摘されている（Bloom et al., 2010; 2012）。先行

研究は分析対象国やサンプル企業数が限られていることも一つの理由として考えられるが、

本国の本社規模が小さい外資系企業も、日本市場に展開する際には日本企業と同程度ない

しそれ以上に大きな本社を持つという事実は興味深い。外資にとっての参入障壁・言語の

違いを含めてホスト国の経済環境や取引慣行に順応するために様々な業務が必要性となる

こと、あるいは本国の親会社への報告や連絡調整のための追加的な業務が関わっているの

かもしれない。 

 パートタイム労働者比率（part）の係数は高い有意水準の負値であり、係数の絶対値もか

なり大きい。パートタイム比率の高い企業ほど計測される本社機能比率は低い傾向がある。

前述の通り、パートタイム労働者が多い小売業やサービス業で本社機能比率が低い傾向が

あった。ここでの分析は 3 ケタ分類の産業をコントロールしており、産業の違いを考慮し

てもパートタイム労働者が多い企業は本社機能の比率が低い。本社機能比率を計算する際

の分子、分母にはパートタイム労働者が含まれている。ただし、フルタイム／パートタイ

ム別の従業者数は企業全体の数字のみ存在し、本社・本店の部門別や本社・本店以外の事

業所のフルタイム／パートタイムの構成は明らかではない。このため確たることは言えな

いが、パートタイム労働者は本社機能部門よりも製造現場や小売店舗の現場に多いことが

理由として考えられる。 

情報ネットワークの利用（itnet）を追加的な変数として用いた推計結果は表５(2), (4)であ

る。前述の通り、「企業活動基本調査」においてこの調査は 2008 年を最後に行われていな

いため、推計期間は 2001～2008 年である。この係数は OLS 推計では正値かつ 1％水準で

有意だが、FE 推計では有意な負値である。観測されない企業特性をコントロールすると、

企業内情報ネットワークを活用している企業は、他の条件にして等しければ本社機能規模

が小さい傾向がある。意思決定の集権化／分権化に関する先行研究では、ICT の効果は複

雑で中央のコントロールを強める効果と逆に分権化を促す効果とがありうるとされている

が、ここでの結果はどちらかと言えば ICT の分権化効果が強いことを示唆している。ただ

し、係数の量的なマグニチュードは小さく、結果を素直に解釈すれば情報ネットワークが

本社機能の大きさに及ぼす影響は限定的である。なお、この変数を追加しても、企業規模、

多角化、事業所数、パートタイム比率等の係数に大きな違いは生じない。 



16 
 

サンプルを製造業企業、サービス産業企業に区分して推計した結果が表６及び表７であ

る。製造業の FE 推計で親会社の存在（parent_dum）、外資比率（foreign）が有意でないが、

それ以外の変数は大きさには違いがあるものの正負の符号は共通である。 

 理論的に関心の高い点に絞って分析結果の要点を整理すると、多角化や事業所数の多さ

は、本社のコーディネーションの必要性を高める一方で、現場での市場情報収集と市場環

境変化に即応した判断の重要性を高め、本社機能規模に対して相反する効果を持つが、分

析結果によれば後者の相対的な重要度が高いことが示唆される。ICT のうち通信技術は意

思決定の中央集権化をもたらすのに対して、情報処理技術は分権化を促進するとされてい

るが、ここで用いた企業内情報ネットワーク（LAN 等）はどちらかと言えば分権化を促す

傾向がある。海外主要国と比較して日本企業の本社は大きいとされているが、外資系企業

の日本法人の本社機能規模が小さいとは言えない。 

 

 

５．本社機能規模と生産性（TFP） 

 

次に、TFP を被説明変数、本社機能比率を説明変数とする回帰（前出(3)式）結果を報告

する。表８(1), (3)は、企業規模（lnsale）、企業年齢（age）、パートタイム比率（part）、年、

産業（3 ケタ分類）をコントロール変数としたベースラインの回帰結果である。本稿の関心

である本社機能比率（hqratio）の係数は、OLS 推計、FE 推計ともに 1％水準で有意な正値

である。25 OLS 推計結果によれば、本社機能比率が 1 標準偏差（7.7％）大きい企業の TFP

は 3.5％高いという関係である。FE 推計でも within の 1 標準偏差（4.2％）拡大が 1.3％高

い TFP と関係している。総務・経理・人事等の間接部門は小さいほど望ましいという通念

があるが、ここでの結果は逆であり、本社機能の充実が生産性上昇につながる可能性を示

唆している。本社は、モニタリング等を通じた負の回避とともに正の価値創出の源泉であ

るという議論を支持する結果である。ここでの結果は因果関係を示すものではないが、後

述する通り操作変数推計でもこの結果は確認される。 

表８(2), (4)は情報ネットワークの利用（itnet）及びそれらと本社機能比率の交差項を追加

した推計の結果である。ここでの関心は本社機能比率と itnet の交差項の係数である。OLS

推計、FE 推計とも、企業内情報ネットワーク自体の係数は負だが、本社機能比率と企業内

情報ネットワークの交差項（hqratio*itnet）は有意な正値となっている。つまり、本社機能

部門が大きい企業でのみ情報ネットワークの活用が生産性に正の効果を持つという結果で

あり、IT と本社機能の補完関係を示唆している。IT と生産性に関する近年の研究は IT 投

資を生産性向上に結び付けるためには IT を補完する組織資本や組織革新が必要となること

を指摘している（Bresnahan et al., 2002; Brynjolfsson and Hitt, 2003; Basu et al., 2004）が、ここ

                                                  
25 企業規模として売上高に代えて資本金（対数）を用いた推計も行ってみたが、結果に本質的

な違いは生じなかった。後述の操作変数推計についても同様である。 
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での結果は本社機能が組織資本を構成する一要素であることを示唆している。 

本社が戦略的意思決定を担う高度な部門であるのは間違いないが、本社機能は大きけれ

ば大きいほど TFP が高いと言えるだろうか。最適な規模を超えた本社の拡大は生産性に負

の影響をもたらすかもしれない。この点について、本社機能比率の二乗項（hqratiosq）を加

えて推計した結果が表９である。推計結果は予想通りであり、本社機能の係数は正、二乗

項の係数は負で、いずれも 1％水準で有意である。OLS 推計、FE 推計とも同様である。こ

の結果は、最適な本社機能規模が存在し、過小でも過大でも生産性にはマイナスとなるこ

とを示している。ただし、推計結果に基づいて最適な本社機能部門の比率を計算すると、

OLS 推計で 45.9％、FE 推計で 46.8％であり、実際の平均的な本社機能比率 8.6％やその

分布の大部分（p90 で 16.7％）では本社機能比率が高いほど TFP が高いという関係である。

もちろん企業の事業展開、市場環境等によって最適規模には違いがあるはずだが、総じて

言えば現実の本社機能が過小となっている可能性を示唆している。 

しかし、本社機能の大きさは内生変数であり、FE 推計では omitted variable の影響は相

当に軽減されるものの、生産性の高い企業ほど本社機能部門が大きくなるという逆の因果

関係は排除できない。以下では、本社機能規模の操作変数として同一年の 3 ケタ産業での

本社機能比率の平均値（hqind）を使用した二段階最小二乗法（2SLS）推計及び FE-IV 推

計の結果を報告する。企業にとってどの程度の本社機能が望ましいかは、企業が活動する

産業の技術的な特性や政府規制や制度・慣行が影響するはずである。ある年の同一産業の

平均的な本社規模は各企業がコントロールできない plausibly exogenous な変数であり、ま

た、個別企業の TFP とは直接関係しないと考えられる。 

推計結果は表１０である。第一段階の推計において hqind は高い説明力を持っており（F

値>400）、操作変数として妥当なものである。この操作変数を用いても、本社機能比率の係

数は高い有意水準の正値である。係数は OLS 及び FE 推計と比べて大きく、本社機能比率

が TFP に及ぼす効果はむしろ強くなっている。企業内サービス部門である本社機能は生産

的であるという結論を補強する結果である。26 

最後に、サンプルを製造業とサービス産業に限ってそれぞれ推計した結果を一括して表

１１に示しておく。煩瑣になるのを避けるため推計方法別にベースラインの結果における

本社機能比率の係数を表示している。推計方法によって大小関係は異なるが、製造業とサ

ービス産業で本社機能と TFP の関係が顕著に異なるとは言えない。 

それでは何故多くの企業で本社規模は過小なのだろうか。OLS 推計では、変数として考

慮されていない何らかの要因が大きな本社と高い生産性をもたらしている可能性がある。

観測されない企業特性の影響を除去したベースラインの FE 推計では本社機能規模の係数

は OLS に比べて小さいことから、この可能性は存在する。しかし、FE 推計、さらに操作

                                                  
26 前節で本社機能比率の説明に使用した多角化、事業所数、子会社数等を追加的な操作変数と

した推計も行ってみたが、本社機能比率が TFP に対して正の効果を持ち、その係数が OLS 及び

FE 推計よりも大きいという結果は同様であった。 
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変数を用いた 2SLS 及び FE-IV 推計でも本社機能比率は高い有意水準の正値である。過小

な本社という現実はパズルだが、本社機能部門のコストは企業会計上の一般管理費であり

間接部門合理化の圧力に曝されやすい一方、生産性に重要な役割を果たすはずの組織資本

への投資は現業部門への投資と違って定量的な効果が見えにくいために過小になりがちな

ことが理由として考えられる。 

 

 

６．結論 

 

本稿では、日本企業の大規模なパネルデータ（2001～2011 年）を使用し、日本の本社機

能の実態についての観察事実を示すとともに、本社機能の大きさを規定する要因及び本社

機能と生産性の関係を実証的に分析した。 

過去の研究において、日本企業は本社が大きく、意思決定の中央集権性という特徴を持

つことが指摘されてきた。その背景として、長期雇用慣行の下での強い人事部によるロー

テーションといった日本型企業システムが関わっていると見られる。他方、間接部門の合

理化が企業収益や生産性向上をもたらすという通念が根強く存在する。本稿で扱っている

本社機能部門の規模と意思決定の集権化／分権化とは一対一に対応するわけではなく、小

さな本社にも関わらず強く広範囲の意思決定権を握っている場合やその逆もありうる。い

ずれにせよ、本社機能という企業内事業サービス部門は、法務・経理等の事務処理を行う

間接部門として無駄なコストの排除や不祥事の抑止といった消極的な機能を果たすと同時

に、中長期の経営計画の策定、事業分野の選択、新製品・サービスの開発、投資選択、M&A

といった戦略的意思決定に関して企業の経営陣を支える高度な機能を担っている。総務、

経理、人事等は決して機械的な事務処理ではなく、非ルーティンの高度な業務を遂行して

いる。また、生産性に関する内外の研究は、「経営の質」ないし「経営力」が生産性を規定

する根本的な要素であることを明らかにしているが、「経営の質」は経営陣のみで決まるも

のではなく、トップや取締役を支える本社スタッフの量と質が大きく影響するはずである。 

しかし、これまでのところ本社機能についての経済学の実証研究は限られている。本稿

は、大規模な企業パネルデータを使用し、本社機能の大きさについての客観的な指標を用

いて、この問題に光を当てることを意図したものである。 

分析結果の要点を整理すると次の通りである。第一に、分析対象期間において本社機能

部門の規模は平均的には大きな変化は見られない。しかし、本社機能部門のサイズは同じ

産業内でも個々の企業によって大きな違いがある。第二に、企業規模の拡大、事業多角化、

傘下の事業所数増加は本社機能比率を低くする関係があり、企業の拡大・複雑化は分権化

をもたらす傾向があることを示唆している。第三に、企業内情報ネットワークの充実は本

社機能規模を小さくする方向に作用するが、その量的なインパクトは小さい。第四に、本

社機能（間接部門）は非生産的ではなく、むしろ本社機能は企業全体の生産性を高めてい
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る。第五に、企業内情報ネットワークと本社機能とは生産性に対して補完的な効果を持っ

ている。 

 以上の結果は本社機能の量的・質的な強化が企業全体の生産性向上に寄与することを示

しており、コストカットの観点のみから間接部門の縮小を行うことは望ましくないと考え

られる。 

 本稿で行ったのは、相対的に本社規模が大きく意思決定の分権度が低いとされてきた日

本企業を対象とした分析であり、この結果が日本以外の企業にも一般化できるかどうかは

明らかではない。今後、他国企業を対象とした同様の分析や国際比較研究が行われること

を期待したい。 
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図表 

 

表１ 「企業活動基本調査」の本社・本店の部門分類 

 

（注）2005 年以前は現業部門の分類が現在とは異なるが、本社機能部門の分類は変化がない。 

 

 

表２ 本社機能比率の推移 

 

（注）「企業活動基本調査」の個票データに基づいて計算。(2)は 2001 年～2011 年の間、継続し

てサンプルとして存在する企業に限った集計。 

 

  

本社・本店
本社機能部門

調査・企画部門
情報処理部門
研究開発部門
国際事業部門
その他の部門（総務、経理、人事等）

現業部門
製造・鉱山、電気・ガス事業部門
商業事業部門
飲食店部門
情報サービス事業部門
サービス事業部門
その他の部門（上記以外の部門）

本社・本店以外

本社比率（広義） 本社比率（狭義） 本社比率（広義） 本社比率（狭義）

2001 13.1% 8.8% 13.3% 8.7%
2002 13.0% 8.7% 13.2% 8.7%
2003 12.9% 8.6% 13.1% 8.5%
2004 13.0% 8.5% 13.2% 8.5%
2005 13.0% 8.6% 13.2% 8.6%
2006 12.9% 8.5% 13.2% 8.5%
2007 13.0% 8.6% 13.2% 8.5%
2008 13.0% 8.7% 13.2% 8.6%
2009 12.9% 8.6% 13.2% 8.6%
2010 12.9% 8.7% 13.2% 8.7%
2011 12.8% 8.7% 13.2% 8.7%
累計 13.0% 8.6% 13.2% 8.6%

(1) 全サンプル (2) 2001～2011年存在サンプル
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表３ 産業別の本社機能比率 

 
（注）「企業活動基本調査」の 2001～2011 年の個票データに基づいて計算。 

 

 

表４ 要約統計 

 
 

 

  

A. 本社機能比率（広義）

産業 mean sd p10 p50 p90
製造業 13.9% 11.9% 3.4% 10.5% 29.0%
電力・ガス 15.9% 9.1% 5.4% 14.9% 26.8%
卸売業 14.8% 11.7% 5.0% 11.9% 26.9%
小売業 8.8% 8.0% 2.1% 7.0% 16.5%
情報通信業 12.7% 16.3% 3.4% 8.0% 22.7%
サービス業 10.0% 12.8% 1.6% 6.4% 20.4%
その他 13.4% 11.4% 3.9% 10.5% 25.5%
全産業 13.0% 12.1% 3.1% 9.6% 26.0%

B.本社機能比率（狭義）

産業 mean sd p10 p50 p90
製造業 8.5% 7.4% 2.5% 6.4% 16.8%
電力・ガス 13.0% 8.1% 4.1% 11.8% 23.4%
卸売業 10.6% 8.3% 3.6% 8.6% 19.0%
小売業 6.9% 6.3% 1.5% 5.3% 13.8%
情報通信業 7.9% 6.4% 2.9% 6.5% 14.0%
サービス業 7.7% 8.8% 1.4% 5.4% 15.6%
その他 10.4% 8.8% 3.2% 8.1% 19.1%
全産業 8.6% 7.7% 2.4% 6.7% 16.7%

Mean Std. Dev.
Std. Dev.
(within)

Min Max Observations

hqratio 0.086 0.077 0.042 0 1 307,183
lnsale 8.583 1.374 0.227 1.609 16.324 312,512
age 39.858 19.319 - 0 657 312,512
nseg 2.426 1.723 0.708 1 43 312,511
nest 12.943 54.363 16.911 1 4,458 312,510
nsub 2.984 19.175 5.988 0 1,382 312,512
parent_dum 0.533 0.499 0.386 0 1 312,512
foreign 2.209 12.495 4.246 0 100 312,506
part 0.147 0.222 0.076 0 1 312,512
itnet 0.838 0.368 0.228 0 1 223,199
lnrtfp -0.022 0.592 0.287 -8.016 5.926 247,184
hqind 0.086 0.018 0.007 0.010 0.238 312,511
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表５ 本社機能比率（狭義）の決定要因 

 
（注）「企業活動基本調査」の 2001～2011 年の個票データに基づいて推計（IT を説明変数とす

る推計は2001～2008年）。カッコ内は robustな標準誤差。***, **, *はそれぞれ有意水準1％, 

5%, 10％。 

 

  

lnsale -0.00374 *** -0.00382 *** -0.00997 *** -0.00785 ***

(0.00013) (0.00016) (0.00090) (0.00089)
age 0.00001 * 0.00000  0.00003  0.00001  

(0.00001) (0.00001) (0.00003) (0.00003)
nseg -0.00131 *** -0.00130 *** -0.00118 *** -0.00101 ***

(0.00008) (0.00009) (0.00018) (0.00020)
nest -0.00006 *** -0.00006 *** -0.00006 *** -0.00008 ***

(0.00001) (0.00001) (0.00002) (0.00003)
nsub 0.00006 *** 0.00005 ** 0.00003  0.00006  

(0.00001) (0.00002) (0.00003) (0.00005)
parent_dum -0.00466 *** -0.00525 *** -0.00123 *** -0.00106  

(0.00034) (0.00038) (0.00036) (0.00060)
foreign 0.00022 *** 0.00023 *** 0.00005  0.00002  

(0.00002) (0.00002) (0.00003) (0.00004)
part -0.06880 *** -0.06893 *** -0.03260 *** -0.02944 ***

(0.00075) (0.00087) (0.00188) (0.00209)
itnet 0.00283 *** -0.00087 **

(0.00043) (0.00054)

年ダミー

産業ダミー

R-squared

Number of obs

(1) OLS

0.0866 0.0884 0.0095 0.0076

307,174 219,528 307,174 219,528

yes

yes yes

yes

(2) OLS (3) FE (4) FE

yes

yes

yes

yes
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表６ 本社機能比率（狭義）の決定要因（製造業／サービス産業） 

 

（注）「企業活動基本調査」の 2001～2011 年の個票データに基づいて推計。カッコ内は robust

な標準誤差。***, **, *はそれぞれ有意水準 1％, 5%, 10％。「サービス産業」は、卸売業、

小売業、情報通信業、サービス業。 

 

  

lnsale -0.00396 *** -0.00193 *** -0.00763 *** -0.01186 ***

(0.00018) (0.00019) (0.00086) (0.00157)
age 0.00004 *** 0.00001  0.00004  0.00002  

(0.00001) (0.00001) (0.00005) (0.00005)
nseg -0.00163 *** -0.00092 *** -0.00066 ** -0.00156 ***

(0.00012) (0.00010) (0.00027) (0.00025)
nest -0.00039 *** -0.00006 *** -0.00029 *** -0.00005 ***

(0.00002) (0.00000) (0.00005) (0.00002)
nsub 0.00002 ** 0.00019 *** -0.00001  0.00013  

(0.00001) (0.00003) (0.00002) (0.00009)
parent_dum -0.00183 *** -0.00748 *** -0.00034  -0.00160 ***

(0.00050) (0.00046) (0.00052) (0.00049)
foreign 0.00013 *** 0.00032 *** -0.00004  0.00011 **

(0.00002) (0.00002) (0.00004) (0.00005)
part -0.05822 *** -0.07334 *** -0.02115 *** -0.03729 ***

(0.00118) (0.00097) (0.00240) (0.00259)

年ダミー

産業ダミー

R-squared

Number of obs

yes yes

yes yes

yes

yes

yes

yes

OLS FE FEOLS

(1) 製造業 (2) サービス産業

140,821 156,972 140,821 156,972

(3) 製造業

0.0367 0.1253 0.0051 0.0130

(4) サービス産業
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表７ 同・情報ネットワークを含む推計 

 
（注）「企業活動基本調査」の 2001～2008 年の個票データに基づいて推計。カッコ内は robust

な標準誤差。***, **, *はそれぞれ有意水準 1％, 5%, 10％。「サービス産業」は、卸売業、

小売業、情報通信業、サービス業。 

 

  

lnsale -0.00405 *** -0.00193 *** -0.00607 *** -0.00926 ***

(0.00022) (0.00024) (0.00105) (0.00149)
age 0.00004 ** -0.00001  0.00002  -0.00002  

(0.00001) (0.00001) (0.00004) (0.00005)
nseg -0.00166 *** -0.00088 *** -0.00057 * -0.00143 ***

(0.00014) (0.00012) (0.00030) (0.00029)
nest -0.00040 *** -0.00006 *** -0.00025 *** -0.00007 ***

(0.00002) (0.00001) (0.00004) (0.00002)
nsub 0.00002 * 0.00016 *** -0.00001  0.00021  

(0.00001) (0.00004) (0.00002) (0.00013)
parent_dum -0.00204 *** -0.00875 *** -0.00042  -0.00124  

(0.00056) (0.00052) (0.00089) (0.00085)
foreign 0.00015 *** 0.00032 *** -0.00004  0.00004  

(0.00002) (0.00002) (0.00005) (0.00005)
part -0.05791 *** -0.07387 *** -0.01977 *** -0.03352 ***

(0.00141) (0.00111) (0.00259) (0.00290)
itnet 0.00385 *** 0.00129 ** -0.00039 -0.00119

(0.00064) (0.00060) (0.00079) (0.00076)

年ダミー

産業ダミー

R-squared

Number of obs 101,956 110,768 101956 110,768

0.0383 0.1294 0.0041 0.0109

yes yes yes yes

yes yes yes yes

OLS OLS FE FE

(1) 製造業 (2) サービス産業 (3) 製造業 (4) サービス産業
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表８ 本社機能比率と TFP 

 
（注）「企業活動基本調査」の 2001～2011 年の個票データに基づいて推計（IT を説明変数とす

る推計は2001～2008年）。カッコ内は robustな標準誤差。***, **, *はそれぞれ有意水準1％, 

5%, 10％。 

 

 

表９ 本社機能比率と TFP（二乗項を含む推計） 

 

（注）「企業活動基本調査」の 2001～2011 年の個票データに基づいて推計。カッコ内は robust

な標準誤差。***, **, *はそれぞれ有意水準 1％, 5%, 10％。 

 

  

lnsale 0.1358 *** 0.1350 *** 0.3790 *** 0.4006 ***

(0.0008) (0.0010) (0.0069) (0.0081)
age -0.0053 *** -0.0052 *** -0.0009 *** -0.0003  

(0.0001) (0.0001) (0.0003) (0.0003)
part -0.3780 *** -0.3787 *** -0.0960 *** -0.0762 ***

(0.0058) (0.0069) (0.0144) (0.0156)
hqratio 0.4596 *** 0.2076 *** 0.2997 *** 0.2139 ***

(0.0161) (0.0474) (0.0263) (0.0565)
itnet -0.0227 *** -0.0149 ***

(0.0049) (0.0055)
hqratio*itnet 0.2622 *** 0.1313 **

(0.0487) (0.0542)

年ダミー

産業ダミー

R-squared

Number of obs

(1) OLS (2) OLS (3) FE (4) FE

243,283 176,235 243,283 176,235

yes yes yes yes

yes yes yes yes

0.3949 0.3798 0.1451 0.1400

lnsale 0.1372 *** 0.3803 ***

(0.0008) (0.0069)
age -0.0054 *** -0.0009 ***

(0.0001) (0.0003)
part -0.3638 *** -0.0893 ***

(0.0059) (0.0143)
hqratio 0.8806 *** 0.6381 ***

(0.0302) (0.0464)
hqratiosq -0.9585 *** -0.6812 ***

(0.0691) (0.0829)

年ダミー

産業ダミー

R-squared

Number of obs 243,283 243,283

0.3962 0.1459

yes yes

yes yes

(1) OLS (2) FE
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表１０ 本社機能比率と TFP（操作変数推計） 

 
（注）「企業活動基本調査」の 2001～2011 年の個票データに基づいて推計。カッコ内は robust

な標準誤差。***, **, *はそれぞれ有意水準 1％, 5%, 10％。 

 

 

表１１ 製造業／サービス産業別の推計結果 

 

（注）「企業活動基本調査」の 2001～2011 年の個票データに基づいて推計。カッコ内は robust

な標準誤差。 

 

 

lnsale 0.1409 *** 0.4050 ***

(0.0016) (0.0045)
age -0.0053 *** -0.0009 ***

(0.0001) (0.0002)
part -0.3058 *** -0.0037

(0.0204) (0.0147)
hqratio 1.4909 *** 2.9493 ***

(0.2786) (0.3341)
年ダミー

産業ダミー

R-squared

Number of obs 243,283 243,283
(First stage)
hqind 0.9095 *** 0.4804 ***

(0.0435) (0.0218)
F-statistic 437.47 *** 437.65 ***

R-squared 0.0929 0.0111

(1) 2SLS (2) FE-IV

yes yes

0.3801 0.0171

yes yes

OLS 0.3455 *** 0.6024 ***

(0.0210) (0.0249)
FE 0.1610 *** 0.4059 ***

(0.0374) (0.0375)
2SLS 2.4717 *** 2.2318 ***

(0.5228) (0.3742)
FE-IV 5.6307 *** 3.1459 ***

(0.6714) (0.4162)

(1) 製造業 (2) サービス産業
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